
彦根市、愛荘町、豊郷町、甲良町および多賀町(以下「湖東圏域」という。)ま

たは湖東圏域の教育委員会が主催し、または共催する事業に使用する場合

50パーセント

以内の減額

湖東圏域内に所在する学校(学校教育法(昭和22年法律第26号)第1条に規定する

学校をいう。)、保育所(就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律(平成18年法律第77号)第2条第3項に規定する保育所をい

う。)および認定こども園(同条第6項に規定する認定子ども園をいう。)がその

行事(予行演習等を除く。)に使用する場合

50パーセント

以内の減額

一般社団法人彦根市スポーツ協会、犬上郡スポーツ協会もしくは愛知郡スポー

ツ協会またはこれらの加盟団体(次号において「彦根市スポーツ協会等」とい

う。)が主催する大会または行事の場合

50パーセント

以内の減額

滋賀県スポーツ協会もしくはその加盟団体(彦根市スポーツ協会等を除く。)ま

たは滋賀県高等学校体育連盟もしくは滋賀県中学校体育連盟が主催する大会ま

たは行事の場合

50パーセント

以内の減額

市が認める障害福祉に取り組む団体または構成員の半数以上が身体障害者福祉

法(昭和24年法律第283号)第15条第4項に規定する身体障害者手帳の交付を受

けている者、児童福祉法(昭和22年法律第164号)第12条第1項に規定する児童

相談所または知的障害者福祉法(昭和35年法律第37号)第9条第6項に規定する知

的障害者更生相談所により知的障害者の判定を受けた者、精神保健及び精神障

害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)第45条第2項に規定する精神障

害者保健福祉手帳の交付を受けている者その他これらの者と同程度の障害を有

すると認められる者(以下「障害者」という。)である団体が障害福祉の目的の

ために使用する場合

50パーセント

以内の減額

障害者が個人使用を行う場合 免除

国もしくは滋賀県の官公署または湖東圏域内の労働団体が勤労者の福祉の増進

に資する目的で使用する場合

50パーセント

以内の減額


